
2024年 11月 8日 
日本空港ビルデング株式会社 

 

「サステナビリティファイナンス・フレームワーク」策定に関するお知らせ 
 

日本空港ビルデング株式会社（本社︓東京都大田区、代表取締役社長執行役員兼 COO︓横田 信

秋）は、社会課題、環境課題の解決に向けた資金調達の手段として、「日本空港ビルデング株式会社 サス

テナビリティファイナンス・フレームワーク」（以下、「本フレームワーク」）を策定しました。 

当社は今後、本フレームワークに基づく社債（ボンド）および借入（ローン）による資金調達を検討してま

いります。 

 

本フレームワークは、国際資本市場協会（ICMA）が定める「グリーンボンド原則 2021」、「ソーシャルボンド

原則 2023」、「サステナビリティボンドガイドライン 2021」およびローン・マーケット・アソシエーション（LMA）等

が定める「グリーンローン原則 2023」「ソーシャルローン原則 2023」などの各種原則・ガイドライン（以下、「諸

原則」）に基づき策定しました。また、本フレームワークは、第三者評価機関である株式会社格付投資情報セ

ンター（R&I）＊1 から、諸原則に適合する旨の第三者評価（セカンドオピニオン）を取得しています。また、

ストラクチャリング・エージェント＊2 としてみずほ証券株式会社からフレームワーク策定等の支援を受けております。 

 

＊1 R＆I の評価について︓ https://www.r-i.co.jp/rating/esg/index.html 

＊2 ストラクチャリング・エージェント︓サステナビリティファイナンス・フレームワークの策定およびセカンドオピニオン

取得の助言などを通じて、グリーンボンド等の発行支援を行う者のこと 

 
 

 

 

https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.r-i.co.jp%2Frating%2Fesg%2Findex.html&data=05%7C02%7Ct-kumagai%40jat-co.com%7Cc691aa3e0f2146a4f2c208dcfa15484f%7C3deacb12bed84ea6b0e2ba935902bf94%7C0%7C0%7C638660216826043356%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJWIjoiMC4wLjAwMDAiLCJQIjoiV2luMzIiLCJBTiI6Ik1haWwiLCJXVCI6Mn0%3D%7C0%7C%7C%7C&sdata=iE79RbfUb2AOc5roUPcJ1taTsZcw4jIfNI1QxQIsjLo%3D&reserved=0
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日本空港ビルデング株式会社（以下、「当社」）は、関連する以下の原則等に基づき、以下の通り、

サステナビリティファイナンス・フレームワーク（以下、「本フレームワーク」）を策定しました。 

 ソーシャルボンド原則（SBP）2023（国際資本市場協会（ICMA）） 

 ソーシャルローン原則 2023（ローン・マーケット・アソシエーション（LMA）等） 

 グリーンボンド原則（GBP）2021（ICMA） 

 グリーンローン原則 2023（LMA 等） 

 グリーンボンドガイドライン 2022 年版（環境省） 

 グリーンローンガイドライン 2022 年版（環境省） 

 ソーシャルボンドガイドライン 2021（金融庁） 

 サステナビリティボンド・ガイドライン 2021（ICMA） 

当社は、中期経営計画において環境対策を見据えた資金調達の多様化を企図しており、またサ

ステナビリティ中期計画にて定めた重要課題（マテリアリティ）の解決に向けた取組みを推進してい

くべく、本フレームワークに基づいたサステナビリティファイナンスによる資金調達を予定しており

ます。本フレームワークにより調達が可能なサステナビリティファイナンスは以下の通りです。 

 ソーシャルボンド、ソーシャルローン 

 サステナビリティボンド、サステナビリティローン 

 グリーンボンド、グリーンローン 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1. はじめに 
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1.1 当社概要 

当社は、国内初の民間資本によるターミナルビルの建設、管理・運営を行う会社として「公共性と

企業性の調和」の理念のもと 1953 年に設立されました。 以来、約 70 年にわたり民営ターミナ

ルビル経営のパイオニアとして、そのノウハウを活かし、航空業界の発展の一端を担ってまいりまし

た。 

 ＜基本理念＞ 

   「公共性と企業性の調和」 

私たち日本空港ビルグループは、公共性の高い旅客ターミナルの建設、管理・運営を担う民間企

業として、社会的役割を充分認識し公共性と企業性の調和のとれた経営を目指しています 

  ＜経営方針＞ 

• 旅客ターミナルにおける絶対安全の確立 

• お客さま本位（利便性、快適性、機能性）の旅客ターミナル運営 

• 安定的かつ効率的な旅客ターミナル運営 

• 企業体質の強化およびグループ企業の総合力向上               

 

 

 

 

2022 年 5 月、当社グループは、すべてのステークホルダーのみなさまに最高に満足していた

だける空港を目指す長期ビジョン「To Be a World Best Airport」の実現に向け、2022～

2025 年度日本空港ビルデンググループ中期経営計画 『To Be a World Best Airport 

2025～人にも 環境にもやさしい先進的空港 2030 に向けて～』を策定いたしました。新たな

中期経営計画は、抜本的な事業の見直しなどコロナ禍の経験と学びを糧として当社グループが成

長する姿、また、2030 年の訪日外客数 6000 万人の政府目標にも示される航空需要の更なる

拡大を踏まえ、当社グループと社会とが持続的に成長する姿を描き策定した計画です。 

 

 

 

 



 

4 

 

＜当社グループが目指す姿＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜当社グループが 2030 年に目指す姿＞ 
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＜中期経営計画(2022～2025 年度)の位置づけ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<戦略の方向性> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社グループは、この新たな中期経営計画のもと、国やエアライン等の事業パートナーと連携し

つつ、社員一人ひとりが存在意義と社会的役割を強く意識して、羽田空港をベスト・モデルに創り

上げることに積極的に挑戦し、長期ビジョン「To Be a World Best Airport～世界で最も評価

される空港、すべてのステークホルダーの満足の追求～」の実現に向けて「空港のリーディングカン

パニー」となることを目指して参ります。 
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1.2 当社の業務 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（日本空港ビルデング株式会社）及び子会社

24 社、関連会社 15 社（2024 年 3 月末時点）から構成されており、旅客ターミナルの管理運営

及び国内線、国際線利用者に対するサービスの提供を主たる事業とする施設管理運営業をはじ

め、物品販売業及び飲食業等を営んでおります。また、成田空港、関西空港、中部空港等において

物品販売業等を営んでおります。当社、子会社及び関連会社の企業集団における位置づけと事業

内容は次のとおりであります。 

＜施設管理運営業＞ 

当社及び子会社である東京国際空港ターミナル株式会社は、旅客ターミナルの施設管理運営

業を行っており、主に航空会社を中心とする航空関連企業への施設の賃貸や、整備運営事業を

行っております。これに付随して、子会社である日本空港テクノ株式会社ほか３社及び関連会社

６社は、旅客ターミナル施設等の保守・営繕、運営、警備、清掃、旅客輸送及びグランドハンドリン

グ事業を行っております。また、子会社である株式会社ビッグウイングほか２社は、旅客ターミナ

ルにおける広告代理業及び旅客サービス等の役務の提供を行っております。 

 

＜物品販売業＞ 

当社及び子会社である東京国際空港ターミナル株式会社ほか 9 社及び関連会社 3 社は、物

品販売業を行っており、主として羽田空港国内線、国際線及び成田空港並びに関西空港を中心

に航空旅客等への商品販売及び中部空港をはじめ空港会社等に対する商品卸売等を行ってお

ります。これに付随して、子会社である株式会社日本空港ロジテムは、商品の運送、倉庫管理等

を行っております。 

＜飲食業＞ 

当社及び子会社である東京国際空港ターミナル株式会社ほか 3 社は、羽田空港国内線、国際

線及び成田空港の利用者等に対する飲食サービスの提供を行っております。また、子会社である
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コスモ企業株式会社及び関連会社１社は、羽田空港及び成田空港において主として国際線航空

会社に対する機内食の製造・販売及び冷凍食品製造・販売等を行っております。 

 
1.3 サステナビリティ経営 

1.3.1 サステナビリティ基本方針 

2022 年 5 月発表の新中期経営計画と併せて、今回新たに「サステナビリティ基本方針」を制定

しました。この基本方針に基づき、各ステークホルダーと協働しながら、グループ一体でのサステナ

ビリティ経営を推進してまいります。空港として 2030 年に目指す姿の実現は、将来の社会像の

実現につながると考えており、これらを実現できるよう努力してまいります。 

＜サステナビリティ基本方針＞ 

日本空港ビルグループは、公共性の高い旅客ターミナルの建設・管理運営を担う民間企業とし

て、「公共性と企業性の調和」という基本理念を掲げています。 

「To Be a World Best Airport～世界で最も評価される空港、すべてのステークホルダーの

満足の追求～」の実現に向けて、「サステナビリティ基本方針」のもと、経済社会の発展に貢献し

ながら持続可能な事業活動を推進していきます。 

お客さま 

① 私たちは、日本の空の玄関口として、お客さま本位（利便性・快適性・機能性）の旅客ターミ

ナル運営に努め、デジタル技術も積極的に活用しながら継続的にサービスやオペレーション

の改善に取り組み、最高のおもてなしを提供します。 

パートナー 

② 私たちは、航空会社、テナント、協力会社をはじめとするパートナー及び国と一体となって

安全・安心な空港づくりやオープン・イノベーションを推進し、相互の発展を目指します。 

従業員 

③ 私たちは、役職員の心身の健康と安全に配慮し、空港に関わるさまざまなフィールドで個々

が持つ多様な能力を発揮しながらやりがいを持って働けるよう、人財育成や職場環境づく

りに注力します。 

地域社会 

④ 私たちは、周辺地域とのパートナーシップにより首都圏の発展に貢献するだけでなく、航空

ネットワークの中心として全国の空港とも連携して国内の空の移動を活性化させ、日本全体

の地域社会との共存共栄を図ります。 
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株主/投資家 

⑤ 私たちは、適時かつ透明性の高い情報開示を行うと共に、株主や投資家とのエンゲージメ

ントにより長期的な目線での企業価値向上に努めます。 

地球環境 

⑥ 私たちは、脱炭素社会や資源循環型社会の移行に向けて、地球温暖化対策や３R の推進な

ど事業活動に伴う環境負荷を低減させると共に、ステークホルダーと連携しながら地球環

境と調和した持続可能な空港の実現を目指します。 

共通 

⑦ 私たちは、絶対安全の確立のもと、事業活動の脅威となるリスクを適切に管理すると共に、

非常事態の発生時においても人命の安全を確保しつつ、公共インフラである旅客ターミナ

ルの運営を滞りなく継続できるよう、平時からの防災対策と事業継続マネジメントを推進し

ます。 

⑧ 私たちは、国内外の法令及び規範を遵守し、人権に配慮しながら誠実かつ公正に事業を遂

行します。 
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1.3.2 サステナビリティ中期計画 

2022 年５月に公表した中期経営計画では、長期ビジョン「To Be a World Best Airport」

の実現に向け、成長ドライブである【空港事業の成長】、それを支える【再成長土台の確立】・【収益

基盤の拡大】を、高度かつ効率的に推進するため【DX】・【組織・人財・ガバナンス】・【財務戦略】の経

営基盤強化を掲げ、【サステナビリティ】を戦略推進の中核と位置づけています。 

当社グループにおきましては、創業以来、「公共性と企業性の調和」を基本理念に掲げ、当社グル

ープおよび社会の持続的な成長と発展を目指し事業を推進してきましたが、サステナビリティ経営

のさらなる深化・浸透を図るため 2023 年 5 月に、『サステナビリティ中期計画』を策定しました。 

経営戦略を推進するうえでの、マテリアリティ（重要課題）と KPI（重要業績評価指標）を策定し、

サステナビリティ経営に向けた取組みの実効性を強化することで、持続可能な社会の実現への貢

献を目指します。 

<マテリアリティの特定及び KPI・目標の設定> 
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マテリアリティ（重要課題）については、業界団体の指針、サステナビリティ関連のガイドライン、

事業戦略などを踏まえて候補をリストアップし、自社グループだけでなくステークホルダーの視点

も踏まえながら特定いたしました。 

サステナビリティ中期計画策定のプロセスを踏まえて、下記の通り、当社グループの事業と社会

課題の関係性を整理いたしました。本業を通じた社会課題の解決により、持続可能な社会の実現

に貢献してまいります。 

<当社グループの事業と社会課題の関係性> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定したマテリアリティは、中期経営計画（2022～2025 年度）「To Be a World Best 

Airport 2025 ～人にも環境にもやさしい先進的空港 2030 に向けて～」における戦略の方向

性とも合致しています。 

マテリアリティに対して継続的に取り組むことで、中期経営計画に掲げる戦略を実践し、2030

年に目指す姿「人にも環境にもやさしい先進的空港 2030」の実現を目指します。 
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<マテリアリティと中期経営計画の関係性> 

 

1.4 サステナビリティ推進体制 

サステナビリティの推進体制としては、代表取締役社長が委員長を務める「サステナビリティ委

員会」及び社長直轄の「サステナビリティ推進室」が各部署と連携し、サステナビリティ計画の立案、

実施状況のモニタリング等を担当しています。計画の立案にあたっては、サステナビリティに関す

る専門的な視点を持つ社外の有識者との対話も実施するなど、外部的な視点も取り入れていま

す。「サステナビリティ委員会」では、サステナビリティを推進する基盤としての方針類・計画の策定

や、「サステナビリティ中期計画」に定めるマテリアリティ（重要課題）、KPI（重要業績評価指標）な

ど、気候変動や自然資本関連、人財育成をはじめとした課題に対する取り組みの進捗について半

期に１回審議・見直しを実施するとともに、必要に応じて随時開催しております。同委員会における

審議内容については、経営会議において経営戦略との関係性・整合性を踏まえた審議がなされた

後、取締役会に報告、決議されています。 
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2.1 調達資金の使途 

本フレームワークに基づいて調達された資金は、以下のソーシャル適格プロジェクト・グリーン

適格プロジェクトに対する新規投資及び既存投資のリファイナンスに充当する予定です。 

ソーシャル適格プロジェクト 

SBP 事業区分 適格クライテリア 適格プロジェクト 
関連する 

SDGs 

手ごろな価格

の基本的インフ

ラ設備 

旅客ターミナル運営  旅客ターミナルの建設・管理運

営 

 物品店舗・卸売店舗・飲食店舗

の整備・運営                

（業務受託を含む） 

対象となる人々 

地域企業・住民、障がい者、高齢者を

含む一般の大衆 

 

国土交通省は、2008 年 6 月に成立した「空港整備法及び航空法の一部を改正する法律」に

基づき、今後の空港の中長期的な整備及び運営のあり方を明示するため、「空港の設置及び管理

に関する基本方針」を定めており、その中で、空港の設置及び管理の意義について以下の通り言

及されています。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

空港は、単体では機能し得ず、他の空港と航空機によって結ばれ、路線が構築されて始めて機

能するという意味で「ネットワークの基盤」であるという特性を有している。加えて、空港は設置

された地域の中においても孤立して存在するものではなく、空港周辺地域の様々な事業者、地方

公共団体等の存在に支えられ、各地との移動・交流を行う基盤ともなっているという意味で「地

域における拠点」としての機能を担っている。さらに、空港はサービス提供の場であり、「サービ

スの拠点」としての機能や、不法入国の水際阻止、震災時の輸送拠点となる等「安全・安心の拠

点」としての機能も有しており、これらすべての機能を総括して、経済社会活動の基盤、世界に向

けた玄関・窓口、物資の輸出入の拠点、観光を含む交流の基盤、地域活力向上の基盤等の「公共

インフラ」としての機能を果たしているものである。 

2. サステナビリティファイナンス・フレームワーク 



 

13 

 

このように、空港は、我が国の社会経済活動に不可欠な社会基盤であり、地域における広域的

な交流拠点であり、かつ、四面環海の我が国において、世界に向けた玄関・窓口として人流・物流

両面で不可欠な役割を果たしている。 

昨今では、経済社会のグローバル化に伴い、世界の活力を成長のエネルギーとし、我が国の国

際競争力を強化していくことが求められている。このため、現下の厳しい財政事情に鑑みつつ、

必要となる我が国の内外の航空ネットワークの強化や航空運送の活性化等を図るべく、空港の

能力を量的にも質的にも最大限に発揮させる施策を講じることが喫緊の課題となっている。 

また、急速な少子高齢化の進展、産業の空洞化等を背景にして、我が国では、地域の活力の減

退が危惧されているため、地域における広域的な交流拠点であり地域活性化の核となり得る空

港において、観光振興や物流高度化を始めとする関連施策とも連携しながら、国内外の人や物

の流れを活発化させ、需要の創出につなげていくことを目指し、積極的な取組を行うことが求め

られている。 

このような状況を踏まえ、航空の安全の確保を前提に、航空輸送需要への的確な対応、サービ

スの改善等を通じた利用者の便益の増進、我が国の産業、観光等の国際競争力の強化、地域の

活力の向上等に資するべく、空港の設置及び管理を行うこととする。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

こうした空港の設置及び管理の意義ならびに国土交通省の航空分科会基本政策部会とりまと

めや首都圏空港機能強化の具体化に向けた協議会における検討事項等を踏まえ、当社グループ

は、公共性の高い純民間企業として、「施設管理運営業」を通じて旅客ターミナルの建設、管理・

運営を担うのみならず、「物品販売業」や「飲食業」では旅客サービスの利用に留まらない付加的

なサービスの提供を通じて空港の魅力を高め、これらが生み出す収益を、将来の航空需要増加

を見据えた旅客ターミナルの更新や高質化、運営面の充実・効率化及び施設の着実な整備に還

元し、お客さまの利便性・快適性・機能性を重視した旅客ターミナル運営をめざすとともに、人口

減少・少子高齢化が本格化する中で持続的な経済成長を果たすためには、国内外の交流の活性

化が不可欠であり、日本の航空産業が発展することで、日本の産業や都市の国際競争力の強化、

訪日外国人観光客の増加、そして日本全国の地域活性化に貢献できると考えます。 

これらを実現するためには、当社事業である「施設管理運営業」、「物品販売業」、「飲食業」は、

そのどれもが空港運営には欠かせない事業であり、弊社が社会的課題と考える「お客さまの利便

性・快適性・機能性を重視した旅客ターミナル運営」に資する取組みだと考え、したがって、弊社

が担う旅客ターミナル運営はソーシャル適格プロジェクトであると整理しております。 
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グリーン適格プロジェクト 

GBP 事業区分 適格クライテリア 
関連する 

SDGs 

グリーンビルディング 

エネルギー効率 

以下のいずれかの建物認証を取得、もしくは将来取得

または、更新予定の建物（ターミナルビル）の建設、取得

にかかる費用 

・ZEB, Nearly ZEB,ZEB Ready, ZEB Oriented 

・CASBEE 評価認証：A、S ランク 

・LEED 認証：Silver、Gold、Platinum 

・DBJ Green Building 認証：３～５つ星 

 

エネルギー効率 ターミナルビルにおける省エネルギー化に係る投資 

・照明設備の LED 化 

・空調設備の更新・高効率化 

 

当社グループは企業理念「公共性と企業性の調和」のもと、経営方針に「旅客ターミナルにおけ

る絶対安全の確立」「お客さま本位（利便性、快適性、機能性）の旅客ターミナル運営」「安定的か

つ効率的な旅客ターミナル運営」「企業体質の強化およびグループ企業の総合力向上」を掲げて

います。企業理念および経営方針の実現に向けて、新たに策定した「サステナビリティ基本方針」

や国土交通省が策定した「東京国際空港脱炭素化推進計画」に基づき、地球温暖化対策の推進な

ど事業活動に伴う環境負荷を低減させ、持続可能な空港の実現を目指します。 

上記のグリーン適格プロジェクトは、グリーン適格プロジェクトとしてのみならず、ソーシャル適

格プロジェクトである「旅客ターミナルの建設・管理運営」にも該当するため、ソーシャル適格プロ

ジェクトかつグリーン適格プロジェクトとしても整理できると考えます。 

 
2.2 プロジェクトの評価と選定プロセス 

本フレームワークに基づいて調達した資金の使途となる適格プロジェクトは、経営企画部が適

格クライテリアへの適合性（環境面及び社会面における便益への適合性）を評価の上、候補を選

定し、社内関係各部との協議を経て、最終決定します。 
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各プロジェクトの適格性の評価にあたっては、環境及び社会に対する重要なネガティブな影響

がないことを中心に、その他技術面等を総合的に分析しています。具体的には以下の項目につい

て予め確認しています。 

 国やプロジェクト実施の地方自治体で求められる環境関連法令等の遵守及び許認可等の取得 

 必要に応じた環境アセスメント等の手続 

 地域住民への十分な説明 

 コンプライアンス基本指針や日本空港ビルグループ環境方針、日本空港ビルグループ人権方

針、日本空港ビルグループ調達方針、日本空港ビルグループサステナブル調達ガイドライン等

に沿った業務運営 

 
2.3 調達資金の管理 

当社経理部が、本フレームワークに基づいて調達した資金について、適格プロジェクトへの充

当や管理を、会計システムを用いて四半期毎に行います。その際、本フレームワークに基づいて

調達した資金が当社の保有する適格プロジェクトの金額を超過していない旨を確認します。 

なお、適格プロジェクトへの充当時期の遅れ等により調達資金の未充当期間が発生する場合、

その未充当金は現金及び現金同等物にて管理されます。また、適格プロジェクトへの充当時期の

遅れ以外の理由により未充当金が発生することが明らかになった場合は、当社ウェブサイト等で

速やかに開示を行うとともにプロジェクトの評価および選定プロセスに従い、適格クライテリア

を満たす他のプロジェクトを選定し、資金を充当します。 

 

2.4 レポーティング 

当社は、資金充当状況レポーティング及びインパクト・レポーティングについて、実務上可能な

範囲で当社ウェブサイト等にて年次で開示します。なお、ローンの場合は、下記開示内容について

ローンの貸し手に対してのみ報告することがあります。 

初回の開示は、資金調達から 1 年以内に行う予定です。なお、調達資金の充当計画に大きな

変更が生じた場合や、調達資金の充当後に計画に大きな影響を及ぼす状況の変化が生じた場合

は、適時に開示する予定です。 
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2.4.1 資金充当状況レポーティング 

当社は、本フレームワークに基づき調達された資金が全額適格プロジェクトに充当されるまで

年１回、以下の項目をウェブサイト上に開示します（ローンについては貸し手に対してのみ開示す

る場合もあります）。 

 調達金額 

 適格クライテリア毎の充当金額とプロジェクト概要 

 充当金額のうち既存投資のリファイナンスに充当された部分の概算額または割合 

 未充当の金額と充当完了の予定時期 

2.4.2 インパクト・レポーティング 

当社は、本フレームワークに基づいて調達された資金が償還もしくは返済されるまで、以下の

項目について実務上可能な範囲において開示する予定です。なお、グリーン適格プロジェクトに

ついては、ソーシャル適格プロジェクトとしての開示を行う場合もあります。 

ソーシャル適格プロジェクト 

SBP 

事業区分 

適格 

クライテリア 

レポーティング項目 

アウトプット アウトカム インパクト 

手ごろな価格

の基本的イン

フラ設備 

旅客ターミナル

運営 

旅客ターミナルに

必要不可欠な施設

の概要(物品店舗・

卸売店舗・飲食店

舗のテナント数や

整備概要を含む) 

 旅客ターミナ

ルの年間利

用者数 

 旅客ネットワ

ーク数 

公共性の高い旅客

ターミナル運営 

グリーン適格プロジェクト 

GBP 事業区分 レポーティング項目 

グリーンビルディング 

エネルギー効率 

建物の概要 

環境認証の取得状況（環境認証の種類とそのランク） 

GHG 排出削減量 

エネルギー効率 整備実績（更新した LED 数、空調設備数等） 

GHG 排出削減量 
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2.5. 外部レビュー 

当社は、独立した外部機関である株式会社格付投資情報センター（R&I）より、本フレームワーク

と、１．に掲載の原則・ガイドラインとの適合性に対するセカンドオピニオンを取得しています。

（https://www.r-i.co.jp/rating/esg/index.html） 

以 上 

https://www.r-i.co.jp/rating/esg/index.html
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